
会議結果報告書 

会議名称等 平成１８年度 第２回「協働を進めるための行政職員の意識改革研究会」 

開催等日時 平成１８年９月１３日（水） １３時３０分～１７時００分 

開催等場所 大阪ＮＰＯプラザ（大阪ボランティア協会） ２階会議室 

報告者氏名 千葉県 町田昌実 

概  要 

・出席者 １１名 

・ＮＰＯ活動推進自治体フォーラム滋賀県大会分科会の内容の検討 

(1) 前回までの協議経過について（資料１） 

(2)ＮＰＯから見た『自治体職員』アンケート 

「ＮＰＯからのメッセージ」の結果について（資料２） 

 ○調査内容 「行政との協働事業を通じて感じた疑問」など全5問 

○調査対象 全国のＮＰＯ（ネットワークのホームページや会員自治体からの

配布により実施） 

 ○調査期間 平成18年 7月から8月 

 ○回答数  105件 

○調査結果 詳細は資料２参照  

       ＜行政職員への疑問、不信感についてあげられたキーワード＞ 

・ 協働＝委託、丸投げ、ボランティアという勘違い 

・ 横柄な態度と暴言 

・ ＮＰＯの人件費を否定 

       ＜協働してよかったことについてあげられたキーワード＞ 

・ 対等な態度と双方方向のある議論 

・ 事業途中での適切なサポートやアドバイス 

 

(3) 行政職員向け 協働事業にかかる“あるある”事例集について（資料３） 

   ○調査内容 協働事業を行う中で事業担当職員とＮＰＯの間で苦慮したこと 

  など、協働に携わる職員の悩みや考えを事例とアンケートで調査 

   ○調査対象 ＮＰＯ活動推進自治体ネットワーク参加者の中で協働事業に関わっ

たことのある方 

   ○回答数  48件 26事例 ⇒ 修正後29事例 

   ○調査結果 詳細は資料３参照 

         統計的には、ＮＰＯ側と事業担当側と理解不足、話し合い不足の 

占める割合が6割を超え、互いの理解不足顕著にあらわれた。 

 

  (4) 意識改革ワークショップ シナリオについて（資料４－１、４－２） 

     ○２つのシナリオを作成 

      ・トラブルになったところでとめたシナリオ  

      ・協働は対話が大切であるが、NPOはその場を期待しすぎ、 

行政はその場を意見聴取に留めたいとするシナリオ 

     ○ねらい 

      ・行政とＮＰＯが当然と考えていることの考え方の違いを話し合う。 

      ・ＮＰＯ担当課がＮＰＯからの提案を事業担当課とどのようにコーディネイト

するか対応を考える。 

      ・行政とＮＰＯが意見交換するときのルールを話し合う。 

      ・意見交換の場で生じるすれ違いをどうするか考える。 

 

 

  （5）滋賀県大会分科会のテーマ及びプログラムについて 

     ○ 9:00～ 9:25 ・オープニング（５分 岩永氏） 

             ・ＮＰＯから見た「自治体職員」アンケート結果及び行政職員

向け協働事業にかかる“あるある”事例集のレビュー 

（各１０分 松澤氏） 

○ 9:25～ 9:50 ・寸劇説明（１０分 森下氏） 

        ・寸劇    （１５分 分科会参加者） 



○9:50～10:30 ・グループディスカッション 

＜何が問題かを議論＞（４０分） 

             

○10:30～10:45 ・休憩（１５分） 

○10:45～11:05  ・グループディスカッションの内容発表（２０分） 

○11:05～11:15  ・コメンテーターからのコメント 

各１０分 チャイルドライン２４実施組織 出丸氏  

ちばＭＤエコネット 山本氏              

○11:15～12:00 ・グループワークショップ 

＜どうあるべきか検討＞（４５分） 

     ○12:00～13:00 ・昼休（６０分） 

○13:00～13:20 ・グループワークショップの結果発表（２０分） 

○13:20～14:10 ・全体ディスカッション（５０分） 

○14:10～14:30 ・コーディネーターからコメント（早瀬氏） 

        ・佐賀大会に向けて（岩永氏） 

 

      

 

  （6）役割分担等について 

     ＜上記のほか＞ 

○当分科会申し込み締め切り後、参加申込者に『ＮＰＯから見た「自治体職員」

アンケート 結果』及び『協働事業にかかる“あるある”事例集』の電子情報を

事前に配信。（井川氏） 

 

  その他 

●寸劇シナリオは、分科会で寸劇終了後、希望者に配布。 

●協議事項としていた「信頼される行政職員・・・」を 

「協働の場でＮＰＯから信頼さされる行政職員」に修正。 

●１０か条については、今回の分科会のワークショップで意見を集め、次回の 

研究会で１０か条案の作成を検討。 

     ●協働事業体質チェック票を佐賀大会で検討。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成１８年度 意識改革研究会名簿 

■ 自治体関係者 

所 属 室課名 氏 名 
第２回意識 

改革研究会 

出席者 

北海道 環境生活部 道民活動文化振興課 二 瓶 志 乃  

宮古市 市民生活部 生活課 坂 下 一 美  

栃木県 生活環境部 文化振興課 郡 山 洋 孝  

千葉県 環境生活部 ＮＰＯ活動推進課 藤 田   厳  

 〃 根 本 由香里  

  吉 田 明 彦  

 〃 町 田 昌 実 ○ 

柏市 市民生活部 市民活動推進課 松 澤   元 ○ 

調布市 生活文化部 市民参加推進室 佐 藤 博 志  

静岡県 生活・文化部 ＮＰＯ推進室 井 川 宜 彦 ○ 

三重県 生活部 ＮＰＯ室 堀 木 俊 哉 ○ 

 〃 森 下 道 大 ○ 

松山市 市民部 市民参画まちづくり課 池 田 和 広  

 〃 山 本 早千奈 ○ 

佐賀県 くらし環境本部 県民協働課 織 田 良 範  

 〃 三 原 博 幸  

 〃 岩 永 幸 三 ○ 

 〃 中 島 清 孝  

 

■ 民間・ＮＰＯ関係者 

所   属 氏   名 

第２回意識

改革研究会

出席者 

チャイルドライン２４実施組織  出 丸 朝 代 ○ 

(特活)ＮＰＯ支援センターちば  宮 奈 由貴子 ○ 

(特活)ちばＭＤエコネット  山 本 佳 美 ○ 

 

■ 特別ゲスト 

所   属 氏   名 

第２回意識

改革研究会

出席者 

社会福祉法人 大阪ボランティア協会 早 瀬  昇 ○ 

 


